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さまざまな節⽬　改⾰　イノベーション

「アフリカ最新知財ニュースレター」の2026年9⽉号をお届けします。本ニュースレター
では、アフリカ⼤陸の各地で展開されている規制当局の動き、法律⾯のトレンド、知財に
関する地域の取り組み等をまとめて毎⽉提供しています。

今⽉号のハイライトは以下のようになっています。
OAPIが史上初の快挙：リスボン制度に基づく保護対象として「カサマンス産モッドフルー
ツ」と「ペンジャ産⽩胡椒」を登録
知的財産に関する広域的な協⼒強化を⽬指すARIPOはタンザニアへの関与を継続
ケニアが提案する知的財産⾏政の再編成
ヒット曲「Way Maker」の所有権をめぐる著作権訴訟でナイジェリアが示した画期的な判
決
この他にも、ガーナ、南アフリカ、エジプトといった国々の最新情報が掲載されていま
す。
今⽉もアフリカのダイナミックな知財環境に多⼤な影響を与える最新情勢をその⽬で確か
めてください。

Should you have any Africa IP queries, please do not hesitate to contact us at marke;ng@adams.africa so we can
direct the query accordingly.

Click HERE  for more informa;on on the latest IP developments in Africa and
how Adams & Adams can best assist you.

  

ARIPO
ARIPOがタンザニアとの関係を強化

ARIPOは絶えず加盟国との関係を深めようと
しており、直近の地域レベルでの協議にお
いては、タンザニアとの関係強化が中⼼的
な話題となっている。2026年8⽉27⽇、
ARIPOのBemanya Twebaze⻑官が、ハラレ
（ジンバブエ）のARIPO事務局において、タ
ンザニアの駐ジンバブエ⼤使を務めるCP
Suzan Salome Kaganda⽒と会談を⾏ったので
ある。
 
この会談では、タンザニアの優先課題と協
⼒の機会（知的財産に関する政策提⾔や能
⼒開発など）に関する話し合いがなされ
た。こうしたタンザニアへの関与は、イノ
ベーションとアフリカの経済発展ニーズに
応じた加盟国との関係強化や知財枠組みの
開発を重視するARIPOの幅広い取り組みを反
映するものである。
 
ARIPO加盟国の法域で活動している知的財産
権者にとって、この種の持続的な関与は重
要である。ARIPOは、知的財産に関する地域
協⼒の実効性および実際的な効果の強化を
図っているからだ。

OAPI
歴史的な登録：カサマンス産モッドフルー
ツとペンジャ産⽩胡椒がリスボン制度に基
づく保護の対象に
2026年8⽉20⽇、ジュネーブの世界知的所有
権機関（WIPO）の本部において、セネガル
の「カサマンス産モッドフルーツ」（Madd
from Casamance）とカメルーンの「ペン
ジャ産⽩胡椒」（Penja Pepper）の国際登録
証が交付された。これら2件の登録はOAPI地
域で初となる重要な出来事である。OAPI地
域を原産地とする産品の地理的表示がリス
ボン制度に基づく国際登録を取得したの
は、今回が初めてだからである。
 
両者の登録に⾄る経緯は、その品質や評判
が本質的に原産地に由来する産品を保護
し、商業的に活⽤する⼿段として、地理的
表示の重要性が増⼤していることを物語っ
ている。登録された2つの産品は、国内レベ
ルおよびOAPIレベルの保護を既に取得して
おり、ペンジャ産⽩胡椒の⽅は欧州委員会
からも地理的表示として認定されている。
今回の国際登録によって、これら2つの産品
に関係する法域で新たな保護が提供される
ことになり、国際取引において原産地呼称
の使⽤を保護する際に、国際登録による保
護を利⽤することが可能になった。
 
OAPIは、加盟地域における地理的表示の国
際的保護を推進するため、20年近い期間に
わたって様々な試みを⾏っており、それら
の経験を踏まえて2022年12⽉に「リスボン
協定のジュネーブ改正協定」（Geneva Act
of the Lisbon Agreement）に加⼊している。
初の国際登録という重要な出来事により、
その加⼊の実際的な意義が証明されたわけ
である。今回の登録は、単に2つの産品が国
際登録を取得したというだけでなく、OAPI
の他の地理的表示が国際的保護を享受する
ための道を拓くものであり、国際取引にお
けるアフリカの地域特産品の商業的地位を
強化するものとなるだろう。
 

  

OAPI
AFO+ロゴの商標に対するAFPの異議申⽴を
OAPIが拒絶
 
2026年5⽉19⽇付の決定により、OAPIはフラ
ンス通信社（Agence France-Presse；AFP）の
異議申⽴を拒絶した。異議の対象となった
のは「AFO」の⽂字にロゴを配した商標
で、AFPは「AFP」の⽂字にロゴを配した⾃
社の先⾏商標に基づいて異議申⽴を提起し
たのである。両者の商標は第35類、38類お
よび41類に該当する共通のサービスについ
て使⽤されていたが、2つの標章の類似性
（「A」と「F」の⽂字が共通であるという
点を含めて）は混同可能性を⽣じさせるに
は不⼗分であるとOAPIは判断した。OAPIが
特に考慮したのは、それぞれの商標の全体
的な相違点と概念的連想の明瞭な差異で
あった。
 
今回のOAPIの決定は、混同可能性に対する
OAPIのアプローチについて有益な示唆を提
供してくれる。商標が使⽤されるサービス
の共通性や2つの商標の限定的な類似性は、
異議申⽴を⽀持する根拠として必ずしも⼗
分ではないことが確認されたのである。今
回の決定を不服とする申⽴⼈は、OAPIの
「 審 判 上 級 委 員 会 」 （ Higher Appeals
Commission）に不服申⽴を提起している。

OAPI
コートジボワールが国産シアバターの保護
と認知を促進

国産シアバターの認知度と商業的価値の向
上を⽬指すコートジボワールが、また新た
な措置を導⼊した。2026年8⽉27⽇、「地理
的表示と団体標章に関する国家委員会」
（ NaZonal Commi[ee for Geographical
IndicaZons and CollecZve Marks；CMC）は、
「コートジボワール産シアバター」に使⽤
されるラベル「SHEATROU」の策定に関する
技術⽂書を採択した。
 
ラベル導⼊の構想は、コートジボワール産
シアバターの識別性・信頼性・品質を強化
するとともに、当該産品の競争⼒を⾼め、
シアバター部⾨に携わる⽣産者その他の利
害関係者のための価値創造を⽀援すること
を⽬的としている。この構想を⾦銭⾯で⽀
援するのは、世界銀⾏の⽀援を受けてコー
トジボワール政府が展開している「雇⽤と
経済改⾰のためのバリューチェーン競争⼒
強化プロジェクト」（Projet des Chaînes de
Valeur CompéZZves pour l'Emploi et la
TransformaZon économique；PCCET ） で あ
り、技術⾯の⽀援はWIPOとOAPIから提供さ
れている。
 
知的財産の観点から⾒れば、上記の構想が
示唆しているのは、アフリカ産品の市場で
の地位を強化するために原産地に基づく保
護と品質識別を利⽤するという仕組みが普
及しつつあるという事実である。コートジ
ボワールにとって「SHEATROU」の採⽤は、
原産地のアイデンティティやノウハウを保
護するために知的財産を活⽤するととも
に、地域との強⼒な結びつきによって産品
の商業的価値を⾼めようとする広範な取り
組みの⼀環である。

  

ナイジェリア
ナイジェリアが⾳楽著作物の著作権の帰属
先を明確化

ラゴス（Lagos）の連邦⾼等裁判所（Federal
High Court）は、⾳楽プロデューサーの
Michael Oluwoleがナイジェリアのゴスペル
歌⼿Sinachを相⼿どって提起した50億ナイ
ラの賠償請求を棄却した。この訴訟は、
Sinachの国際的ヒット曲「Way Maker」の著
作権をめぐって提起されたものである。
2026年7⽉24⽇付判決の中で同裁判所は、原
告のOluwoleは⾃らが当該⾳楽著作物の共著
者もしくは共同所有者であるという事実を
⽴証していないとの判断を示した。
 
この訴訟の主眼となったのは、創作物の著
作者としての資格と⾳楽プロデュース業務
との区別である。連邦⾼裁の事実認定によ
れば、問題の楽曲「Way Maker」は、
Oluwoleがレコーディングに関わる業務に従
事する前にSinachによって制作・実演され
ていた。プロデュース、ミキシング、マス
タリングといった役務を提供することは、
独⾃の創造的表現を示す証拠がない限り、
当該⾳楽著作物の著作者または所有者とし
ての資格を与える⾏為ではない、と同裁判
所は判示している。
 
レコーディングに寄与した者が著作権を取
得しうる状況---特に当事者それぞれの創造
的・技術的な寄与が明瞭に⽂書化されてい
ない場合---に関して、連邦⾼裁の今回の判
決は、⾳楽業界およびクリエイティブ業界
に有益な指針を提供している。

ナイジェリア
ナイジェリア控訴裁判所がCOSONの差⽌命
令請求を拒絶した原判決を⽀持

ラゴスの控訴裁判所（ Court of Appeal in
Lagos）は、ナイジェリア著作権協会
（Copyright Society of Nigeria；COSON）がナ
イジェリア著作権委員会（Nigerian Copyright
Commission；NCC）を相⼿どって提起した
中間上訴を棄却し、下級審である連邦⾼等
裁判所の判決を⽀持した。連邦⾼裁は、
COSONに対するNCCの規制措置の制⽌を求
めたCOSONの請求を拒絶していた。2026年7
⽉9⽇付で⾔い渡された控訴裁判所の判決
は、COSONに対し、訴訟費⽤200,000ナイラ
の⽀払を併せて命じている。
 
控訴裁判所の判示によれば、COSONの営業
許可は2018年に⼀時停⽌され、その後、本
件の訴訟が開始される前の2019年5⽉に満了
している。結果的に、暫定的差⽌命令に
よって保護することのできる承認が現存し
ていない。同裁判所の判決は、著作権管理
団体が規制当局の有効な承認を維持するこ
との重要性を強調しており、訴訟の前提と
なる規制上の地位が既に失効している場
合、暫定的救済には限界があることを明確
に示している。

  

ナイジェリア
ナイジェリアにおける知財担保⾦融の新た
な枠組み

ナイジェリアは、知的財産をより商業的活
⽤度の⾼い⾦融資産に変えるための措置を
講じている。2026年8⽉5⽇、連邦政府は
「クリエイティブ産業における知財の商業
化・証券化開発のための総合枠組み
（ Comprehensive Framework for the
Development of IP CommercialisaZon and
SecuriZsaZon for the CreaZve Industry）を発
表した。この枠組みは、ナイジェリアの知
財保護改善に関するアフリカ輸出⼊銀⾏の
プロジェクトから⽀援を受けて、ナイジェ
リアの連邦芸術・⽂化・観光・クリエイ
ティ ブ 経 済 省 （ Federal Ministry of Art,
Culture, Tourism and the CreaZve Economy）が
策定したものである。新たな枠組みは、特
にナイジェリアのクリエイティブ経済およ
びデジタル経済において、融資・投資その
他の資⾦調達取引の裏づけとして知財資産
を活⽤する仕組みを確⽴しようとしてい
る。この構想は、著作権や商標を始めとす
る知財資産の評価・商業化・資⾦調達への
利⽤について枠組みを提供することによ
り、知財資産の商業的価値を強化していく
ことになるだろう。

ケニア
ケニアが⾃国の知的財産制度の⼤規模改⾰
を提案

ケニアは、「2026年ケニア知的財産法案」
（Kenya Intellectual Property Bill, 2026）に基
づき、⾃国の知的財産制度の⼤規模な改⾰
を検討している。2026年8⽉18⽇に⾏われた
議会聴聞会の席上、産業省の⾸席事務次官
は、ケニア産業財産権機関（Kenya Industrial
Property InsZtute；KIPI）、ケニア著作権委
員会（Kenya Copyright Board；KECOBO）お
よび模倣品取締機関（ AnZ-Counterfeit
Authority）の機能を新設されるケニア知的
財 産 庁 （ Kenya Intellectual Property
Authority；KIPA）の下に統合し、それと並
⾏して専⾨の知財裁判所（IP Tribunal）を設
⽴するという案を⼒説した。この聴聞会の
審議では、⼈⼯知能の知的財産への実装
（AIの⽀援により作成された著作物の所有
権を含む）や、商標・地理的表示・伝統的
知識と⽂化的表現の保護といった問題が検
討された。2026年知財法案が法として施⾏
された暁には、ケニアの知財⾏政と法的枠
組みの⼤幅な再編が実現することになるだ
ろう。

  

ケニア
アフリカの植物育成者の次世代を育成

⽶国国際開発庁（USAID）が主導する国際プ
ロジェクト「VACS Capacity Project」に基づ
きナイロビで実施された⼀連の研修プログ
ラムに、アフリカの10の国々から新進の植
物育成者および農学研究者40名余りが参加
した。この研修プログラムでは、定量遺伝
学、ゲノム解析、デジタル育成管理ツール
といった最新の主題が採り上げられてい
る。
 
同プログラムの構想は、気候変動に強く栄
養価の⾼い作物品種を開発するために、ア
フリカの能⼒を強化することを⽬指してい
る。このプログラム⾃体が知的財産を開発
することはないが、アフリカ地域で注⽬を
集めつつある農業イノベーション、植物の
育成、新たな作物品種の開発といった重要
課題にとって重要なものである。

ガーナ
ガーナの⼥性起業家のために商標保護を⽀
援

ガーナは現在、ガーナ産業財産庁（Ghana
Industrial Property Office；GHIPO）を窓⼝と
す る 登 録 ⻑ 官 部 （ Registrar-General’s
Department）、WIPO、貿易・アグリビジネ
ス・産業省（Ministry of Trade, Agribusiness
and Industry）の連携により、⼥性主導のア
グリビジネス業界で知的財産に関する啓発
活動を強化している。2026年8⽉、上記の連
携機関は、アクラ、クマシ、タマレの三都
市において、農業バリューチェーンの様々
な分野で活動する⼥性起業家のために、特
に商標登録とブランド保護を主題とした研
修を実施した。こうした啓発活動の構想
は、中⼩規模のアグリビジネスがより強⼒
なブランドを構築し、⾃社製品の価値を⾼
め、国内市場および国際市場での競争⼒を
向上させるのを⽀援する上で、知的財産が
果たす役割が拡⼤していることをはっきり
と示している。

  

ガーナ
ガーナで本格化する医薬品関連の研究開発
と知財商業化

ガーナの研究部⾨で活動する8つのパート
ナーシップが、ワクチン製造と医薬品の研
究開発を推進するプログラム「PharmaVax
Ghana」に基づく助成⾦200万ユーロを受け
取った。マラリア治療やAIを活⽤した抗体
の発⾒など多彩なプロジェクトを含む同プ
ログラムの⽬的は、研究の成果を⽣かして
ガーナおよび地域市場向けの健康関連製品
の現地⽣産を⽀援することである。研究室
で⽣まれたイノベーションを商業⽣産の現
場に落とし込むという同プログラムの趣旨
を実現するにあたり、知的財産の保護と技
術移転は重要な要素として認識されてい
る。
 
このプログラムに基づく助成⾦の交付は、
「研究と製造の出会い」（Research Meets
Manufacturing）と銘打ったセレモニーの場
で発表された。この式典は、ドイツ連邦経
済協⼒開発省（German Federal Ministry for
Economic CooperaZon）と欧州連合の資⾦提
供により、ガーナの国⽴ワクチン研究所
（NaZonal Vaccine InsZtute）とドイツの国際
協⼒公社であるGIZが共同で開催したもので
ある。同プログラムの構想は、国内の医薬
品製造の発展と医薬品/ワクチンの輸⼊依存
軽減を⽬指してガーナが⾏っている広範な
取り組みの⼀環である。

南アフリカ
国内開発の知的財産をバッテリー部⾨のビ
ジネス機会に

南アフリカは、国内で開発された技術や知
的財産の発展と商業化を⽀援することによ
り、電動モビリティとバッテリーの世界的
バリューチェーンの中で⾃国の地歩を固め
ようとしている。2026年8⽉26⽇に開催され
た「2026年ウィロ電動モビリティ・サミッ
ト」（2026 uYilo e-Mobility Summit）で講演
した科学技術イノベーション副⼤⾂
（Deputy Minister of Science, Technology and
InnovaZon）は、エネルギー貯蔵部⾨におけ
る研究・イノベーション・知財開発・スキ
ルの⽀援を⽬指す政府のプログラムを強調
している。こうした流れを象徴するものと
して注⽬すべき事例は、リンポポ⼤学
（University of Limpopo）とManganese Metal
Company（南アフリカを拠点とする世界最
⼤級のマンガン製造業者）との共同研究で
ある。この研究では、国内で⼊⼿可能なマ
ンガンと、国内で公的資⾦により開発され
た知的財産を利⽤して、電池グレードの硫
酸マンガンのパイロット⽣産を実現してい
る。南アフリカの構想は、⾃国の研究能⼒
と鉱物資源をより⾼レベルの産業⽤途に転
換する過程で知的財産と技術商業化が果た
す役割を分かりやすく示している。

  

南アフリカ
違法な商品を標的とする追跡調査措置

違法商品の取締りを⽬指す南アフリカは、
南アフリカ歳⼊庁（South African Revenue
Service；SARS ） と 国 家 消 費 者 委 員 会
（NaZonal Consumer Commission；NCC）の
協⼒体制を強化している。SARSとNCCは
2026年5⽉、関税・租税・消費者保護に関わ
る法執⾏活動における情報共有と連携の強
化を定めた了解覚書に調印している。
 
NCCの現在の計画にも、違法商品の特定と
市場からの撤去を⽬的とした追跡調査の枠
組み開発が含まれている。こうした追跡調
査措置によってサプライチェーン全体を通
じて可視性が向上し、模倣品その他の違法
販売品に対する法執⾏の強化が可能になる
だろう。

エジプト
エジプトはヘルスケア技術投資ファンドを
検討中

エジプトは現在、バイオテクノロジー、医
療機器およびデジタルヘルス技術に使途を
限定した特化型投資ファンドの設⽴を検討
している。エジプト保健省（Ministry of
Health）とGold Rock Ventureが8⽉に実施し
た協議では、特に、科学研究と知的財産を
製品開発・技術移転・国内での製造および
商業化に結び付けるという課題が議論の焦
点となった。
 
エジプトが提案する構想はこれだけではな
く、エジプト国内の企業を国際的なテクノ
ロジー企業と連携させ、エジプトのヘルス
テック企業が地域市場および国際市場へ進
出するのを⽀援することも、エジプトが⽬
指す⽬標に含まれている。
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